
1 施設入所者の地域生活への移行

№ 項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 （数値の考え方） 備　　　考

(1)
Ｒ２年度末時点の施設
入所者数（人）

2,122 2,103 2,103 2,045 2,079 101.7% A

H28年度末の入所者2,122人より
2％削減
【国指針】Ｒ２年度の目標値２％
以上

達成率は、国指針を準拠し、2,122人×2％≒
43人とした。
Ｒ２の計画目標値達成のためには、H28年度
末時点の2,122人から43人（2,122-2,079）の削
減が必要。　※年度目標値なし

(2)

Ｈ30年度末からＲ２年
度末までに地域移行
する者の人数（人）
　カッコ内はH30からの累計

160
43

（43）
39

（82）
65

（147）
191 77.0% C

H28年度末の入所者の９％を目
標
【国指針】Ｒ２年度の目標値９％
以上

達成率は、国指針を準拠し、2,122人×9％≒
191人とした。
Ｒ２の計画目標値達成のためには、H28年度
末時点の入所者数の９％（191人）の地域移行
が必要。　※年度目標値なし

2　精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築

項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 (数値の考え方） 備　考

(1)
保健・医療・福祉関係
者による協議の場の
設置（圏域数）

9 9 9 8 9 88.9% B
【国指針】全ての市町村（複数市町村に
よる共同設置を含む）ごとに、保健、医
療、福祉関係者による協議の場を設置

【新規掲載項目】
H31.3.31時点で全圏域（９圏域）で設置済み
　※年度目標値なし

(2)
入院後３か月時点の
退院率（％）

67.0
(H26)

66.02
集計中
　　　※

集計中
　　　※ 69.0

【国指針】Ｒ２年度の目標値69％
以上

Ｒ２年6月に入院した患者の入院後3か月時点
の退院率

(3)
入院後６か月時点の
退院率（％）

84.0
(H26)

79.28
集計中
　　　※

集計中
　　　※ 84.0

【国指針】Ｒ２年度の目標値84％
以上

Ｒ２年6月に入院した患者の入院後6か月時点
の退院率

(4)
入院後１年時点の退
院率（％）

92.0
(H26)

87.57
集計中
　　　※

集計中
　　　※ 91.0

【国指針】Ｒ２年度の目標値90％
以上

Ｒ２年6月に入院した患者の入院後1年後時点
の退院率

(5)
精神病床における1年
以上の長期在院者数
（65歳以上）

　1,142
（H26）

1,131 1,154
集計中
　　　※ 1,141

【国指針】Ｈ26年の精神病床にお
ける入院患者数、年齢、県人口
等を基に算定した標準偏差

【新規掲載項目】
Ｒ２年度末の精神病床における65歳以上の長
期入院患者数　　※年度目標値なし

(5)
精神病床における1年
以上の長期在院者数
（65歳未満）

1,207
（H26）

902 892
集計中
　　　※ 1,019

【国指針】Ｈ26年の精神病床にお
ける入院患者数、年齢、県人口
等を基に算定した標準偏差

【新規掲載項目】
Ｒ２年度末の精神病床における65歳未満の長
期入院患者数　　※年度目標値なし

３　地域生活支援拠点等の整備

項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 （数値の考え方） 備　考

(1)
地域生活支援拠点等
の設置（市町村数）

－ 0 0 3 33 9.1% D
【国指針】各市町村又は各圏域に
少なくとも１つ整備

R2.3.31時点で各圏域とも未設置
※年度目標値なし

岩手県障がい福祉計画　実績値【令和２年度実績】

※ 集計中：国の集計値を引用しており、国がまだ公表していないもの。

資料 1-2

○ 最終年度に目標値を定めているもの
＜達成度＞
100％以上⇒Ａ、80％以上100％未満⇒Ｂ、60％以上80％未満⇒Ｃ、60％未満⇒Ｄ
A…進んでいる。Ｂ…やや進んでいる、Ｃ…進んでいない、Ｄ…著しく進んでいない

※ 下線の項目は、第5期計画から追加
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４　福祉施設から一般就労への移行等

項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 （数値の考え方） 備考

(1)
一般就労移行者数
（人）

135 139 159 151 218 69.3% C
【国指針】R２の目標値はＨ28年
度の1.5倍以上

県内に所在する福祉施設利用者のうち、福祉
施設を退所し一般就労する者
　※年度目標値なし

(2)
就労移行支援事業の
利用者数（人）

223 226 227 220 268 82.1% B
【国指針】R２の目標値はＨ28年
度の２割増

国保連データ：Ｈ31.4月～Ｒ2.3月の各月分の
平均値
　※年度目標値なし

(3)
就労移行率3割以上の
就労移行支援事業所
の割合（％）

36.7 43.5 36.0 38.5 50 77.0% C
【国指針】Ｒ２の目標値は事業所
全体の5割以上

「就労移行率」：当該年度4月1日時点の就労
移行支援事業の利用者数のうち、当該年度中
に一般就労へ移行した者の割合
　※年度目標値なし

(4)
就労定着支援１年後
の就労定着率（％）

- - 20.3 69.9 80 87.4% B
【国指針】Ｒ２の目標値は就労定
着率８割以上

【新規掲載項目】
「就労定着率」：就労定着支援事業による支援
を開始した時点から一年後の職場定着率
　※年度目標値なし
　※Ｈ30開始事業のため、実績値はＲ１から集
計

（活動指標）

項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 （数値の考え方） 備考

(5)

就労移行支援事業及
び就労継続支援事業
の利用者の一般就労
移行者数（人）

- 167 120 141 130 108.5% A

平成32年度の就労移行等事業
利用見込数（5,662人）に、平成28
年度の一般就労移行率（2.3％）
を乗じて算定

【新規掲載項目】
【国指針】平成32年度において、就労移行支
援事業及び就労継続支援事業の利用者のう
ち、一般就労への移行者数の見込を設定　※
年度目標値なし

(6)
障がい者に対する職
業訓練の受講者数
（人）

- 10 9 4 23 17.4% D

平成32年度の一般就労移行者
数の目標値218人に、平成28年
度の就労支援事業所からの職業
訓練受講率（10.9％）を乗じて算
定

【新規掲載項目】
【国指針】平成32年度において、福祉施設から
一般就労へ移行する者のうち、必要なものが
職業訓練を受講することができるよう受講者
数の見込を設定　※年度目標値なし

(7)
福祉施設から公共職
業安定所への誘導者
数（人）

- 120 103 95 161 59.0% D

平成32年度の一般就労移行者
数の目標値218人に、平成28年
度の就労支援事業所からの一般
就労移行者の公共職業安定所
利用率（74.2％）を乗じて算定

【新規掲載項目】
【国指針】平成32年度において、福祉施設の
利用者のうち、福祉施設から公共職業安定所
へ誘導する福祉施設利用者数の見込を設定
※年度目標値なし

(8)

福祉施設から障害者
就業・生活支援セン
ター事業への誘導者
数（人）

- 117 81 74 149 49.7% D

平成32年度の一般就労移行者
数の目標値218人に、平成28年
度の誘導率（68.8％）を乗じて算
定

【新規掲載項目】
【国指針】平成32年度において、福祉施設から一般就
労へ移行する者のうち、就労移行支援事業者等と連携
した障害者就業・生活支援センターによる支援を受ける
ことができるよう福祉施設から就業・生活支援センター
へ誘導する福祉施設利用者数の見込を設定　※年度
目標値なし

(9)

福祉施設利用者のう
ち、公共職業安定所の
支援を受けて就職する
者の数（人）

- 85 95 35 115 30.4% D

平成32年度の福祉施設利用者
の合計9,712人に、平成28年度の
一般就労移行率（1.6％）と公共職
業安定所利用率（74.2％）を乗じ
て算定

【新規掲載項目】
【国指針】平成32年度において、福祉施設の利用者の
うち、福祉福祉施設利用者のうち、必要なものが公共
職業安定所の支援を受けることで、一定の者が就職に
結びつくよう公共職業安定所の支援を受けて就職する
者の見込数を設定　※年度目標値なし

５　障がい児支援の提供体制の整備

項　　目
基準値
(H28)

参考実績
値

（Ｈ30）

参考実績
値

(Ｒ１）

実績値
(Ｒ２)

計画
目標値
（Ｒ２)

達成率 評価 （数値の考え方） 備　考

(1)
児童発達支援センター
の設置数

0 4 4 3 33 9.1% D
【国指針】各市町村又は圏域に少
なくとも一か所以上設置

【新規掲載項目】
盛岡市、花巻市、北上市、計３市町で設置
※年度目標値なし

(2)
保育所等訪問支援を
利用できる体制の構築

0 13 13 12 33 36.4% D
【国指針】全ての市町村において
体制を構築

【新規掲載項目】
盛岡市、花巻市、北上市ほか　計12市町村で
設置
※年度目標値なし

(3)

主に重症心身障害児を支
援する児童発達支援事業
所及び放課後等デイサー
ビス事業所の確保

0 6 11 9 33 27.3% D
【国指針】各市町村又は圏域に少
なくとも一か所以上整設置

【新規掲載項目】
盛岡市、花巻市、遠野市ほか　計９市町で設
置
※年度目標値なし

(4)
医療的ケア児支援の
ための関係機関の協
議の場の設置

0 9 12 43 43 100.0% A
県１、圏域９、市町村33
【国指針】県、各圏域及び各市町
村において協議の場を設置

【新規掲載項目】
Ｒ1：岩手県+９圏域数+33市町村　計43か所設
置
※年度目標値なし
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６　各年度における指定障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の状況

単位
参考実績値

（Ｈ30）
参考実績値

（Ｒ１）
計画値
（Ｒ２）

実績値
（Ｒ２）

Ｒ２
評価

人 1,445 1,480 1,819 1,507 Ｂ
時間 27,907 27,465 34,921 28,270 Ｂ
人 3,485 3,536 3,842 3,572 Ｂ

人日 66,791 67,818 72,127 69,030 Ｂ
人 10 10 26 8 Ｄ

人日 120 158 394 135 Ｄ
人 213 222 182 240 Ａ

人日 4,171 4,183 2,898 4,593 Ａ
人 226 227 360 220 Ｃ

人日 4,002 3,873 5,869 3,906 Ｃ
人 740 698 933 667 Ｃ

人日 15,066 14,126 18,335 13,507 Ｃ
人 4,136 4,315 4,369 4,435 Ａ

人日 72,859 75,928 78,728 78,802 Ａ

(8)就労定着支援　※ 人 33 89 118 93 Ｃ

人 5,135 5,328 5,780 5,191 Ｂ
人日 91,927 93,927 102,932 93,957 Ｂ

人 325 347 331 363 Ａ

人 433 447 607 380 Ｃ
人日 3,305 3,127 3,830 2,889 Ｃ
人 23 25 37 9 Ｄ

人日 145 145 168 81 Ｄ

人 1 15 69 26 Ｄ

人 1,873 1,914 2,019 1,977 Ｂ

人 2,019 2,023 1,976 2,035 Ａ

人 1,672 2,064 1,621 2,288 Ａ

人 4 6 51 4 Ｄ

人 17 20 61 20 Ｄ

岩手県障がい福祉計画　実績値【令和２年度実績】

項　目

1
障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス

(1)居宅介護、重度訪問介護、行動援
護、重度包括支援

(2)生活介護

(3)自立訓練（機能訓練）

(4)自立訓練（生活訓練）

(5)就労移行支援

(6)就労継続支援（A型）

(7)就労継続支援（B型）

小　計（就労支援サービス）

(9)療養介護

(10)短期入所（福祉型）※

(11)短期入所（医療型）※

(12)自立生活援助　※

(13)共同生活援助

(14)施設入所支援

2
相
談
支
援

(1)計画相談支援

(2)地域移行支援

(3)地域定着支援

＜実績＞
各項目の実績は、令和２年４月～令和３年３月までの１か月あたりの平均利用実績

＜達成度＞
100％以上⇒Ａ、80％以上100％未満⇒Ｂ、60％以上80％未満⇒Ｃ、60％未満⇒Ｄ
A…進んでいる。Ｂ…やや進んでいる、Ｃ…進んでいない、Ｄ…著しく進んでいない
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単位
参考実績値

（Ｈ30）
参考実績値

（Ｒ１）
計画値
（Ｒ２）

実績値
（Ｒ２）

Ｒ２
評価

項　目

人 571 579 692 619 Ｂ
人日 3,585 3,828 4,092 4,229 Ａ
人 15 14 32 13 Ｄ

人日 212 186 414 170 Ｄ
人 1,544 1,662 1,910 1,767 Ｂ

人日 20,814 22,240 25,251 24,544 Ｂ
人 42 46 81 62 Ｃ

人日 43 48 138 71 Ｄ
人 0 1 27 0 Ｄ

人日 0 3 111 0 Ｄ

人 110 64 105 107 Ａ

人 47 45 43 50 Ａ

人 358 380 464 412 Ｂ

人 - 0 24 0 Ｄ

回数 2 2 2 2 Ａ

件数 2,630 2,434 2,000 2,987 Ａ

件数 110 80 170 17 Ｄ

件数 131 104 170 63 Ｄ

※　本計画から追加（整理）された指標

3
障
が
い
児
福
祉
サ
ー
ビ
ス

(1)児童発達支援

(2)医療型児童発達支援

(3)放課後等デイサービス

(4)保育所等訪問支援

(11)発達障がい者支援センターによる相談支援　※

(12)発達障がい者支援センター及び地域支援マネー
ジャーの関係機関への助言　※

(13)発達障がい者支援センター及び地域支援マネー
ジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発　※

(5)居宅訪問型児童発達支援　※

(6)福祉型児童入所支援

(7)医療型児童入所支援

(8)障害児相談支援
(9)医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する
コーディネーターの配置人数　※

(10)発達障がい者支援地域協議会の開催　※
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７　県が実施する地域生活支援事業

(1)　専門性の高い相談支援事業

事業名 単位 Ｈ30実績値
実績値
（R1）

計画値
（R２）

実績値
（R２）

R２
評価

実施箇所数 1 1 1 1 Ａ

利用者数 606 655 600 724 Ａ

②障害者就業・生活支援
センター事業

実施箇所数 9 9 9 9 Ａ

実施箇所数 1 1 1 1 Ａ

利用者数 162 221 100 226 Ａ

④障害児等療育支援事業 実施箇所数 1 1 1 1 Ａ

(2)　専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業・派遣事業

事業名 単位 Ｈ30実績値
実績値
（R1）

計画値
（R２）

実績値
（R２）

R２
評価

Ｒ２実績内訳 備考

修了者数 12 22 20 23 Ａ
手話通訳　 6
要約筆記　17

［登録者数］ 1 13 20 23 Ａ
手話通訳　 6
要約筆記  17

修了者数 7 11 10 7 Ｃ

［登録者数］ 7 11 10 6 Ｃ

③手話通訳者・要約筆記
者派遣事業

派遣件数 55 57 30 52 Ａ
手話通訳  49
要約筆記   3

〃

④盲ろう者向け通訳・介助
員派遣事業

派遣件数 236 231 230 207 Ｂ 〃

(3)　広域的な支援事業

事業名 単位 Ｈ30実績値
実績値
（R1）

計画値
（R２）

実績値
（R２）

R２
評価

①精神障害者地域生活支
援広域調整等事業
（地域生活支援広域調整
会議等事業）

実施回数 47 35 36 18 Ｄ

②発達障害者支援地域協
議会による体制整備事業

協議会開催
数

2 2 2 2 Ａ

(4)　サービス・相談支援者・指導者育成事業

事業名 単位 Ｈ30実績値
実績値
（R1）

計画値
（R２）

実績値
（R２）

R２
評価

①障害支援区分認定調査
員研修

修了者数 69 76 70 44 Ｃ

②市町村審査会委員研修 修了者数 5 6 14 3 Ｄ

③相談支援従事者初任者
研修

修了者数 68 57 80 38 Ｄ

④相談支援従事者現任者
研修

修了者数 94 62 70 37 Ｄ

⑤サービス管理責任者等
研修

修了者数 213 186 200 494 Ａ

⑥強度行動援護従事者養
成研修

修了者数 81 54 90 43 Ｄ

備考

各市町村から２～３名程度受講

各審査会から１名程度受講

備考

県立療育センターに設置して運営

【新規掲載項目】各障がい福祉圏域に設
置

県内1箇所（いわてリハビリテーションセン
ター）で実施

県立療育センターで実施

①発達障害者支援セン
ター運営事業

③高次脳機能障害支援普
及事業

①手話通訳者・要約筆記
者養成研修

法人・団体等に委託

※講義部分のみの受講者を除く

一定の初任者研修修了者を対象

４分野及び児童発達支援管理責任者研
修

基礎研修、実践研修を履行した者

②盲ろう者向け通訳・介助
員養成研修

〃

備考

１圏域当たり年４回以上開催

【新規掲載項目】
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(5)　主な任意事業

事業名 単位 Ｈ30実績値
実績値
（R1）

計画値
（R２）

実績値
（R２）

R２
評価

Ｒ２実施状況・
実績内訳等

備考

①オストメイト社会適応訓
練事業

受講者数
（延べ）

293 591 300 0 Ｄ
新型コロナのため
中止

法人・団体等に委託し
て実施

②音声機能障がい者発声
訓練指導者養成事業

受講者数 2 2 3 0 Ｄ
新型コロナのため
中止

法人・団体等に委託し
て実施

③音声機能障がい者発声
訓練事業

受講者数
（延べ）

373 304 360 23 Ｄ
新型コロナのため
R2.4～R3.2中止

法人・団体等に委託し
て実施

④手話通訳者設置事業 設置数 1 1 1 1 Ａ
県立視聴覚障がい者情
報センターに設置

⑤字幕入り映像ライブラ
リー事業

制作数 147 119 140 134 Ｂ
県立視聴覚障がい者情
報センターで実施

⑥点字による即時情報
ネットワーク事業

利用者数 44 43 45 40 Ｂ
法人・団体等に委託して
実施

養成者数 4 9 6 6 Ａ

派遣件数 (143) (61) (90) (21) Ｄ

⑧点訳・音訳奉仕員養成
研修事業

受講者数 23 19 17 19 Ａ

点訳  9人
音訳  8人
デジタル録音図
書編集  2人

〃

⑨障がい者社会参加推進
センター設置事業

設置数 1 1 1 1 Ａ 〃

⑩身体障がい者補助犬育
成事業

育成数 2 1 2 1 Ｄ 〃

回 3 3 3 2 Ｃ

参加者数 (12,849) (13,039) (7,300) (1,302) Ｄ

回 3 3 3 3 Ａ

参加者数 (3,096) (3,519) (2,300) (839) Ｄ

⑬障がい者１１０番事業 設置数 1 1 1 1 Ａ
法人・団体等に委託して
実施

※　下線の項目は、第5期計画から追加

⑫レクリエーション活動等
支援事業

〃

○県が実施する地域生活支援事業
　①専門性の高い事業、②市町村相互間の連絡調整を行う事業、③広域的な対応が必要な事業　等

○市町村が実施する地域生活支援事業
　　手話通訳者の派遣等事業、日常生活用具の給付又は貸与、障害者等の移動を支援する事業　等

⑦身体障がい者パソコン
ボランティア養成・派遣事
業

〃

⑪芸術・文化活動振興事
業

文化スポーツ部報告数
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（参考）　市町村地域生活支援事業に関する主な事業の実施状況

　＜達成度＞

　　100％以上⇒Ａ、80％以上100％未満⇒Ｂ、60％以上80％未満⇒Ｃ、60％未満⇒Ｄ

単位
実績値
（H30）

実績値
（R1）

計画値
（Ｒ２）

実績値
（R２）

R２
評価

実施市町村数 24 26 22 26 Ａ

実施市町村数 11 12 20 12 Ｃ

0 0 0

実施市町村数（か所
数）

101 99 89 99 Ａ

基幹相談支援センター 設置数（か所） 13 18 28 18 Ｃ

実施市町村数 28 28 25 28 Ａ

実施市町村数（か所
数）

14 14 15 14 Ｂ

実利用見込者数 15 21 44 22 Ｄ

実施市町村数 7 9 20 9 Ｄ

0

実利用見込件数 1,184 509 747 486 Ｃ

実設置見込者数 9 9 11 9 Ｂ

７　日常生活用具給付等事業 0 0

給付等見込件数 51 53 84 55 Ｃ

給付等見込件数 135 113 188 117 Ｃ

給付等見込件数 235 300 270 294 Ａ

給付等見込件数 237 262 280 262 Ｂ

給付等見込件数 26,922 27,942 28,823 27,890 Ｂ

給付等見込件数 28 31 61 29 Ｄ

講習終了見込者数 547 88 458 84 Ｄ

実利用見込者数 369 321 427 310 Ｃ

延べ利用見込時間数 18,980 12,542 16,610 12,190 Ｃ

0

箇所数 57 63 70 64 Ｂ

実利用見込者数 1,795 2,279 2,162 2,763 Ａ

箇所数 85 76 77 76 Ｂ

実利用見込者数 174 153 172 154 Ｂ

箇所数 - - - - -

講習修了見込者数 - - - - -

講習修了見込者数 - - - - -

実利用見込件数 - - - - -

実利用見込件数 - - - - -

開催見込数 - - - - -

（注）目標値が不明又は「０」の項目については、評価を「－」と記載。

地域生活広域調整会議等事業

H30計画見込量等

13　専門性の高い意思疎通支援を行う
者の派遣事業（盛岡市のみ）

(1)手話通訳者・要約筆記者派遣事業

(2)盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

14広域的な支援事業

11　障害児等療育支援事業（盛岡市の
み）
12　専門性の高い意思疎通支援を行う
者の養成研修事業（盛岡市のみ）

(1)手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

(2)盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

(1)自市町村分

(2)他市町村分

８　手話奉仕員養成研修事業

９　移動支援事業

10　地域活動支援センター

(2)自立生活支援用具

(3)在宅療養等支援用具

(4)情報・意思疎通支援用具

(5)排泄管理支援用具

(6)居宅生活動作補助用具［住宅改修費］

(1)介護・訓練支援用具

(2)基幹相談支援センター等機能強化事業

(3)住宅入居等支援事業

４　成年後見制度利用支援事業

５　成年後見制度法人後見支援事業

６　意思疎通支援事業

１　理解促進・研修啓発事業

２　自発的活動支援事業

３　相談支援事業

(1)障害者相談支援事業

(1)手話通訳者・要約筆記者派遣事業　

(2)手話通訳者設置事業
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